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各地域包括ケア推進会議における論点





包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

3 医師 3 2

2 ⻭科医師 1

薬剤師 1 通所介護

3 保健師 1 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護 1
⼆層ﾜｰ
ｷﾝｸﾞ

1 医療相談員 6
⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1
NPO協
議会

警察 1
⺠間企
業

1 消防

商店 3 31

医師 1 5

⻭科医師 2

1 薬剤師 2 通所介護 2

看護師 訪問介護

作業療法⼠ 1 訪問看護

⾼⽀連 医療相談員 6

⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1 2

警察 1

消防 1

26

成年後⾒制度につい
ての理解が、市⺠に
も介護・医療従事者
に⾏き届いていない
ために、活⽤が不⼗
分

イ

医療・介護関係者を
含めた第三者が、成
年後⾒⼈の実務実態
を知る機会が少ない

ウ

⾦銭管理ができない
認知症⾼齢者はどう
やって⽣活している
のか実態が分からな
い。

ア

明第２
西地域
包括支
援セン
ター

11月9日

認知症グルー
プホーム

地域包括

合計

特別養護⽼
⼈ホーム

市役所

ボランティア

町会 ケアマネ

介護事業者

市社協

⺠⽣委員

地区社協

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

明第１
地域包
括支援
セン
ター

11月24日

町会 ケアマネ

各地域の現状把
握と取組〜社会
と接点の乏しい
⽅を⽀えるため
に〜

地区社協

市社協

健康推進
員

地域包括

介護事業者

ボランティア

グループ
ホーム
⼩規模多機
能

合計

市役所

ア

○不衛⽣な環境で暮らす
夫妻の⽣活の質を⾼め
る。

○各地域の現状把握
を⾏い、地域の特性
に応じた孤⽴対策を
考える。

○町会未加⼊者、転⼊者な
ど、社会との接点が少ない
⾼齢者の把握、⽀援体制の
構築。

○社会との接点が少ない⾼齢
者の把握のため、近隣の商
店・宅配業者など地域住⺠と
の関係作りや連携が⼤切。⾒
守り、ネットワークを地域レ
ベルで構築する。

○⺠⽣児童委員、商店や宅配
業者へアンケートを実施、集
計した結果を共有。
○地域情報や困りごとの相談
先の周知のため、回覧板・掲
⽰板・ニュースレターなど活
⽤する。

認知症夫婦の⾦銭管理や
社会的⼿続に関する⽀援
について、どのタイミン
グで成年後⾒制度につな
げばいいのか地域包括に
相談が⼊った。

〇成年後⾒制度が必要な⼈を
早期発⾒するために、⾼齢者
を⽀援している医療・介護等
の関係者が成年後⾒制度につ
いての理解を⾼め、相談窓⼝
と連携する。

〇地域住⺠にも成年後⾒制度
についての知識・理解を普及
啓発し活⽤を促す。

〇成年後⾒制度の理解促進

〇認知症⾼齢者数の増加に
⾒合った成年後⾒⼈⼈材の
確保

〇成年後⾒⼈が孤⽴しない
ような施策（メンタルヘル
スケア含む）

〇ケアマネや訪問ヘルパー
による利⽤者の⾦銭管理⽀
援を実態把握し、成年後⾒
制度につなぐべき事例がな
いかチェックする

〇今回の地域ケア会議で「松
⼾市の成年後⾒制度普及啓発
の取り組みについて」と「成
年後⾒⼈の実務」について理
解を深めることができた。

〇今回の地域ケア会議で、本
来は成年後⾒⼈がいたほうが
良いと思われるが、制度につ
ながっていない⾼齢者が地域
内にいることを確認できた。

〇認知症⾼齢者の⽣活を⽀え
るために、今後更に、医療介
護関係機関と成年後⾒⼈が連
携を⾼める。

成年後⾒制度の
理解と活⽤
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

2 医師 2

⻭科医師 2

薬剤師 2 通所介護 2

2 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護

⾼⽀連 医療相談員 5

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠ 1

市⺠活動サ
ポートセン
ター

1 警察

他の包
括職員

2 消防

圏域内マン
ション理事 1 22

1 医師 3 3

⻭科医師

薬剤師 2 通所介護

1 看護師 福祉⽤具 1

作業療法⼠ 1 訪問看護 1

⾼⽀連 医療相談員 2 5
⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1
しぐなるあ
いす

1

23

〇在宅サービス向けサービ
スの⼀覧を⾼齢者⾃⾝も⼿
に取りやすく分かりやすい
ように

ウ

ア

住⺠同⼠の横のつな
がりをつくるために
は

〇声掛けのボランティア等を
集い住⺠同⼠の安否確認体制
をつくる
〇集会所などを利⽤し住⺠同
⼠が交流するイベントを計画
する

〇定期的にマンション内で理
事会等を実施し、独居や⾼齢
者夫婦で⽣活状況に変化があ
りそうな世帯の情報を共有し
ている。今後も管理⼈も含め
てそういった情報共有を⾏っ
ていく

〇市で開催するイベントの
充実化

〇マンションによっては独⾃
に要⽀援者名簿を作成しよう
としているが、個⼈情報の観
点や配布⽤紙の回収率に懸念
がある状況

〇要⽀援者名簿の周知

イ

安全確保・安否確
認、異常の早期発⾒
するための事業の活
⽤を促進するために
は

〇掲⽰板やエレベーター内な
ど⽬につくところに社会資源
（緊急通報装置、ハローライ
トなど）のポスターを掲⽰す
る

ケアマネ

地域包括

〇⼊院中の⾯会や外出等
の制限から、本⼈の状態
把握が難しく、家族が在
宅介護へ不安を抱え退院
調整が進まない事例。

〇マンション内で要⽀援者名簿
をつくり、任意で緊急連絡先う
や持病、かかりつけ医などの情
報を記⼊できるようにする
〇インターネットを活⽤し緊急
時の連絡先などが回答しやす
く、管理しやすいように⼯夫す
る

〇⼤腿⾻⾻折とコロナ感
染を併発し⼊院するもリ
ハビリを⾏えず⾃宅に戻
ることになった事例。

〇理解⼒が乏しい⾼齢者
に配偶者が能⼒以上の⾃
⽴⽀援や⾃⼰決定を求め
ている事例。

〇ＩＴ活⽤の推進
〇効率的な情報共有が図れ
るシステムづくり。

コロナ禍の退院
⽀援における医
療と介護の連携
強化

介護事業者

⼩規模多機
能

特別養護⽼
⼈ホーム

ア

コロナウィルス感染
症の拡⼤による、⾯
会・外出等の制限か
ら、本⼈の現状につ
いて適切な情報共有
が図りづらい。

〇本⼈・家族とＡＣＰを考え
る機会をつくる。
〇介護への備えについて、現
状の理解とＩＴの使い⽅も含
めた勉強会の実施。

〇ＶＲやオンライン等、今あ
るＩＴの使い⽅をそれぞれの
⽴場で⼯夫・協⼒して情報共
有を図る。
〇⼊院した段階から密に情報
共有を図り、本⼈の状態変化
を把握。

〇ＩＴを活⽤し、⼿法を⼯夫
しながら、情報の精度と共有
頻度を上げていく。
〇⼊院早期からこまめに情報
共有を図り、本⼈の状態変化
を把握しながら、予測を⽴て
る。

〇⽇頃から体調変化時を想定
し、本⼈や家族の意向を話し
合う機会をつくる。

直接本⼈と会えない
ことで、意思確認が
できず、家族の受け
⼊れや退院調整が進
まない

イ

〇理事会や管理組合がアンテ
ナを張って様々な社会資源の
情報を得られるような活動を
しているマンションがある

合計

明第2
東地域
包括支
援セン
ター

11月16日

⼩規模多機
能

合計

特別養護⽼
⼈ホーム

介護事業者

マンションの孤
独死問題につい
て

ボランティア

⺠⽣委員

市役所

町会

地区社協

ボランティア

市社協

本庁地
域包括
支援セ
ンター

11月30日
地域包括

市役所

ケアマネ

地区社協

町会

市社協

⺠⽣委員

緊急時に備えるために把
握しておいたほうが良い
内容はどのようなもの
か、また、連絡体制を確
率させる⽅法としてどの
ようなものが考えられる
か
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

1 医師 1 0

0 ⻭科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護 2

0 看護師 0 福祉⽤具 1

作業療法⼠ 1 訪問看護 1

⾼⽀連 0 医療相談員 0 5

⽣活⽀
援CO

0 理学療法⼠ 0 1

保健師 0 1

オレン
ジ協⼒

0 有識者 1 0

特養 0 18

医師 2 2

⻭科医師

薬剤師 通所介護

看護師 1 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護

⾼⽀連 1 医療相談員 2
⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1 2

警察

消防

中核地域⽣
活⽀援セン

1 13

地域包括

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム
⼩規模多機
能

合計

⽀援を要する若年層
の⽅々の地域での⽣
活を⽀えるために、
既存の社会資源も含
め、地域にどのよう
な社会資源があれ
ば、⽣活が成り⽴つ
のか。

50代、脳出⾎後遺症で右
半⾝⿇痺。配偶者と⼦の3
⼈暮らし。その他⼦が3⼈
いる。家族関係は良好だ
が、家族から服薬管理等
の⽀援は得られていな
い。本⼈は希望している
⽣活はあるが、介護サー
ビスは拒否している。

〇⽀援が必要な若年層の⽅の
実態把握が難しいため、⺠⽣
委員や⾼⽀連の相談員からの
情報を地域包括が共有し、地
域の⾒守り組織と関係機関が
連携して把握していく。
〇若年層の⽅が利⽤できる社
会資源として、既存の⼦ども
⾷堂は多世代の⽅が利⽤でき
るので、若年層の⽅が気軽に
来られる居場所として周知し
ていく。

〇既存の社会資源を、⽀援を
必要とする若年層の⽅が利⽤
出来るように整備して、周知
し利⽤に繋げる。
〇グリーンスローモビリティ
を活⽤して、移動⽬的からの
交流の場としての社会資源と
しての活⽤を考えていく。ピ
アサポートや当事者同⼠の交
流の場として活⽤していく。
〇⼦ども⾷堂を多世代交流の
社会資源として活⽤してい
く。

〇社会資源として、急性
期・回復期の医療機関退院
後に、職場復帰や就労⽀援
をするため、リハビリ等の
⼆次的な⽀援をする機関が
必要。

⽀援を必要とす
る若年層の⽅た
ちが活⽤できる
社会資源につい
て

⾼齢者だけ、⼦どもだけでは
なく地域として関わり続けな
がら⽀援が必要な場合は早期
に⽀援機関につなぎ、多様な
課題について関わる⼈を増や
す。⺠⽣委員

まつどNPO

市⺠サポー
ター

合計

ボランティア

地区社協 介護事業者

市社協

地域包括

介護事業者

市役所

矢切地
域包括
支援セ
ンター

11月25日

町会 ケアマネ

地区社協

市社協

⺠⽣委員

東部地
域包括
支援セ
ンター

9月20日

町会 ケアマネ

ボランティア

⽮切地区に実際あるヤン
グケアラー事例を通して
その課題や⽀援について
共有する。

イ

ヤングケアラーへの
⽀援と共⽣について
議論が必要。

家事負担や困窮、⾏政⼿
続き等の負担がヤングケ
アラーにかかっており⾃
⾝の就学にも影響が出て
いる。

若年層向け（特にヤングケア
ラー）の社会資源の活⽤や各
事業所との連携に関するネッ
トワーク構築を⾏う。

地域や各事業所が関わる中で
早期発⾒、ヤングケアラーに
対する配慮などを学びながら
関り続ける。

ア

ヤングケアラー
を通して考える
⽮切地区の共⽣
について

ア

ヤングケアラーに関
する普及啓発と情報
共有が必要。

まずは関わる接点を持つこと
が⼤切。関わる中で必要な⽀
援に関して連携が必要。また
活⽤できる社会資源について
も知ることが⼤切
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

3 医師 1 7

1 ⻭科医師 0

0 薬剤師 1 通所介護 2

0 保健師 1 福祉⽤具 2

作業療法⼠ 1 訪問看護 1

⾼⽀連 2 医療相談員 2 4

⽣活⽀
援CO

0 0

1

2

36

1 医師 1 5

1 ⻭科医師

1 薬剤師 1 訪問介護

看護師 訪問看護 1

作業療法⼠ 1 福祉⽤具 1

⾼⽀連 医療相談員 4

⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1

⾏政書⼠

その他 2

傍聴・⾒学 8 29

ア

介護保険サービス外
で⽣活困窮の⽅が⾦
銭負担を最⼩限に移
動出来る⽅法

ィ

介護事業者

ボランティア

⺠⽣委員

地区社協

市社協

町会 ケアマネ

⼩規模多機
能

地域包括

常盤平
地域包
括支援
セン
ター

11月17日

市社協

ボランティア

⺠⽣委員

町会

地区社協

常盤平
団地地
域包括
支援セ
ンター

10月6日

ア

〇傾聴し、⾃⾝で解決しても
らうよう働きかける
〇近所との関係が良いため、
相談先を地域の⽅からお知ら
せいただく
〇栄養⼠の栄養指導を活⽤し
てみる
〇⼦ども⾷堂などにきてでき
れば⼿伝ってもらう

〇近隣住⺠として挨拶や声掛
け、親睦をはかる
〇⾒守りを⾏う地域資源を探
す他、作ることも検討
〇地域の⾏事や⼦ども⾷堂な
どに誘う
〇在宅医療・介護連携セン
ターの管理栄養⼠の栄養指導
を活⽤してみる

〇⾒守りを⾏う地域資源の
開発
〇みまもりサービス企業へ
の働きかけ
〇病識の⽋如や受診中断し
ている⾼齢者宅に保健師が
訪問する
〇介護保険以外に⾼齢者の
⾷事や集いの場所作りや訪
問栄養指導

⼀⼈で通院することが出
来ない⼈が経済的な負担
を最⼩限にして通院でき
る⽅法はないか

〇市社協、NPO等の有償ボ
ランティア
〇地区社協ホームヘルプサー
ビス
〇市社協ふれあいサービス
〇UR 社協⾒守りサービス
〇サークル活動

周知活動の⼀環としてイベン
ト等を開催

対応できる事業所の拡充

〇地域の⾒守り、声掛けで遠
⽅に⾏く前に発⾒する
〇GPS機能があっても、迎え
に⾏けない時に対応してもら
える有料サービスもいっしょ
に組み込む
〇徘徊や迷⼦の⾼齢者を発⾒
した時の対応を地域に周知す
る

〇⾒守りを⾏う地域資源に
対しての⽀援
〇GPSとお迎え有料サービ
スのマッチング
〇市⺠が徘徊⾼齢者を⾒つ
けたときの対応⽅法を周知
する

ケアマネ

市役所

地域包括

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム

合計

特別養護⽼
⼈ホーム

商店

合計

介護事業者
〇⽀援拒否の⽅に対
し、地域の⾒守り・
声掛け等での関わり
〇孤独を抱える⾼齢
者が通える、こども
⾷堂のような⾷事や
交流ができる場所作
り

〇度々⽀援を求めて苦情
を訴えるが、サービスの
利⽤を勧めると拒否や中
断してしまう独居⾼齢者
⽅。

〇地域の⾏事参加を促して⾒
守りする
〇警察に送ってもらうなど公
的機関の対応
〇GPS助成制度利⽤により靴
の中に⼩型GPSを⼊れる。
〇介護保険サービスを増や
し、⾒守りや⾮常時の対応⼒
を⾼める

⽣活が困窮して
いる⾼齢者につ
いての移動⽀援
と成年後⾒制度
の活⽤について

地域の⾒守りに
ついて、⾊々な
⽴場で考える
（⾃助互助共助
公助について）

〇徘徊⾼齢者への⾒
守りの必要性と発⾒
した際の対応⽅法に
ついて
〇徘徊⾼齢者が遠⽅
に⾏ってしまった際
の対応⽅法について

〇認知症利⽤者が外出し
家に帰れなくなることが
あり、対応に困るケース

〇遠⽅まで徘徊する認知
症⾼齢者が発⾒されても
迎えに⾏く⼈がおらず、
ケアマネや介護事業所が
迎えに⾏っている。

イ

成年後⾒、権利擁護
等各種普及啓発とし
てセミナー等を開催
する上で集客⼒向上
の為の効果的な具体
策

〇家族協⼒が不可な⽣活
困窮者を病院や施設に迷
惑かけずに成年後⾒に繋
げる⽅法の検討事例
〇緊急⼊院した認知症⾼
齢者を成年後⾒に繋ぐ⼿
法

〇URの掲⽰板、イベントの
活⽤
〇商店、病院待合室等への掲
⽰
〇介護事業所から直接利⽤者
にチラシ配布

〇チラシに頼らずイベント等
で対⾯広告
〇プレゼントやクーポンなど
インセンティブを付ける
〇スタンプラリー（盛り上が
りは過去に実証済み）

成年後⾒申⽴て中の本⼈財
産の利⽤の検討、また、申
⽴て中に施設⼊所に⾄った
場合の不要⾃宅家賃の保護
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 7

3 ⻭科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護

2 看護師 訪問介護

常盤平基幹 1 訪問看護 1

⾼⽀連 3 管理栄養⼠ 1 5

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠ 1 1

まつど
NPO

1 学校⻑ 2 1

健康推進課

その他 1 34

2 医師 5

1 ⻭科医師 1

薬剤師 通所介護 1

1 看護師 訪問介護 1

作業療法⼠ 訪問看護

⾼⽀連 1 医療相談員 4

⽼⼈会 理学療法⼠ 1 1
⽣活⽀
援CO

1 警察 1

消防 1

その他 1 23

五香松
飛台地
域包括
支援セ
ンター

11月17日

地域包括ケアシ
ステムの構築に
ついて

介護事業者

ボランティア

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム

⼩規模多機
能

合計

町会

地区社協

市社協

⺠⽣委員

地域包括

ケアマネ

〇イラストで分かりやすいゴ
ミ出し表を作成する。
○ゴミ出しアプリを周知す
る。
〇集積所に残ったゴミは環境
業務課に相談できることを周
知する。

〇イラストで分かりやすいゴ
ミ出し表を作成する。
○ゴミ出しアプリを周知す
る。
〇集積所に残ったゴミは環境
業務課に相談できることを周
知する。

〇ゴミ出しの時間を⾒直
す。
〇ゴミ焼却炉を新しくす
る。
〇ゴミの分別を少なくす
る。
〇⾼齢者にも使いやすいAI
⾳声サービスを導⼊する。

地域の事もケアマネの事も
⼀番理解しているのは包括
なのでマッチングの重要性
を各包括に伝える。

本⼈からの訴えを聞いた時は
包括に情報提供をして頂く。

〇住⺠とケアマネのマッチン
グを⾏い連携を図る。

地域の事もケアマネの事も
⼀番理解しているのは包括
なのでマッチングの重要性
を各包括に伝える。

六実六
⾼台地
域包括
⽀援セ
ンター

ア

〇ゴミ出し・分別に
ついて、困難を抱え
る⾼齢者に対して、
それぞれの⽴場で、
⾃分ができそうなこ
とははないか。

〇認知症がある独居の⽅
のお⾦の管理について。

11⽉16⽇

ケアマネ

介護事業者

市社協

⺠⽣委員

町会

地区社協

ボランティア

〇認知症サポーター養成講座
の普及啓発
〇住⺠とケアマネのマッチン
グを⾏い連携を図る。

地域の⽅に「権利擁護」の研
修を⾏う。ア

〇認知症
〇地域包括ケアシス
テム

認知症⾼齢者を介護して
いる配偶者が共に施設⼊
所したが、⼊所後ほどな
く配偶者の⾃傷⾏為がみ
られた。ケアマネとして
家族をどこまでアセスメ
ントするか︖

イ

〇⾒守り
○地域包括ケアシス
テム

軽度認知症の本⼈の⾔動
を配偶者と⼦が過剰に捉
え⼤声の喧嘩が絶えず近
隣住⺠が困惑している。

ゴミ出し・分別
の⽀援につい
て、困難を抱え
る⾼齢者に対し
て、それぞれの
⽴場で、⾃分が
やれそうなこと
はないか

地域包括

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム
グループ
ホーム
合計

ウ

〇多分野、地域共⽣
〇地域包括ケアシス
テム

集合住宅に住む本⼈が隣
⼈への騒⾳に対し苦情を
訴えるが、⽣活⾳のレベ
ルにて対応に苦慮。

ひどい喧嘩の時は包括に連絡
をして頂き介⼊する。

ご近所の関係性が希薄で地域
にどんな⽅が住んでいるか顔
が⾒えてこない。
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

17 医師 2 3

⻭科医師

薬剤師 通所介護

1 保健師 訪問介護

作業療法⼠ 1 訪問看護 1

⾼⽀連 1 スクールソーシャ
ルワーカー 1 6

⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 2

オレンジ協
⼒員 1 UR 3 1

MSW 1 銀⾏ 3 1

活動団体 2 48

医師 1 2

⻭科医師 1

薬剤師 1 通所介護

3 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護 1

⾼⽀連
(重複)

医療相談員 1 3

⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1

配送業
者

3 警察

消防

保健師 1 ⾔語聴覚⼠ 1 20

介護事業者

ケアマネ

「誰かとつなが
る どこかとつ
ながる ⼩⾦原
地区」

⾝体状況を信号
にたとえ、⻩⾊
信号（フレイル
状態）の私がし
たい事・して欲
しい事

合計

小金原
地域包
括支援
セン
ター

11月21日

地区社協

市社協

ボランティア

市役所

ア

健康な私たちが、
「少し元気のなく
なった⻩⾊信号の私
はどう考える」か
を、相⼿の⽴場に⽴
ち、考る事から気づ
きを⾒出せるか。

〇本⼈が、意欲を持って
⾏動を開始しても、坂道
や歩道事情により、外出
の制限がある。

〇⽼々、独居。本⼈の疾
患や疾患を持つ⼦との世
帯等あり、地域との関係
が希薄になっている。更
に、体⼒・意欲低下にな
るケースが⾒られる。

町会

さまざま⼈が暮らしている
中、偏⾒を持たない・決め
つけないで、お互いに尊重
しあいながらのまちづくり
の周知活動

銀⾏とURコミュニティが参
加。地域での取り組みの紹
介。町会・⾃治会⻑も、まつ
どDEつながるステーション
はじめ共⽣社会に向けて、地
域で取り組む⼒が必要である
と再認識し、これらの活動を
多くの住⺠にも広げる。

〇出張包括やパトウォークを
町会･⾃治会と⾏い、つなが
りを強化する。

〇まつどDEつながるステー
ション、２層ワーキングに参
加し住⺠や専⾨職・多世代の
交流を盛んに⾏うことで、地
域共⽣の視点が多くの住⺠へ
浸透していく

新松戸
地域包
括支援
セン
ター

11月17日

町会 ケアマネ

消費者被害につ
いて

市役所

地区社協 介護事業者

市社協

⺠⽣委員

ボランティア

地域包括

特別養護⽼
⼈ホーム

⼩規模多機
能

合計

認知症の夫と認知症が疑
われる本⼈の夫婦2⼈暮ら
し。消費者被害に何度も
あっているケース。

⺠⽣委員

傍聴・包括

⼩⾦基幹お
んぷ

地域包括

ア

〇消費者被害が増え
ているが、羞恥⼼や
認知機能低下、周囲
が気が付かない等に
より、タイムリーな
相談につながらず解
決が難しい
〇⼀度消費者被害に
あうとターゲットに
なり、繰り返し消費
者被害にあってしま
う
〇消費者被害に対す
る正しい知識がない
（受取拒否や返品が
可能）

〇消費者被害に対する正しい
知識の普及活動を⾏う
〇家族にも被害や被害にあっ
た本⼈への接し⽅を理解して
もらう
〇消費者被害防⽌のための電
話機や勧誘お断りステッカー
等のグッズを活⽤する
〇⽀援者が訪問時に観察し、
消費者被害にあっていないか
観察する、アンテナを⾼く持
つ
〇消費者被害が起きたら地域
包括に相談してもらい、必要
な⽀援機関に繋ぐ
〇⾏政・事業所・警察等の連
携を図る

〇地域包括主催の教室など⼈
が集まった時に、荷物が届い
ても返品できるなど消費者被
害の知識普及や、消費者被害
防⽌のための情報提供・周知
活動を⾏う
〇⽀援者は訪問時に観察⼒を
発揮し、消費者被害の早期発
⾒に努める
〇消費者被害についての相談
があった際は、必要に応じて
医療・介護へも繋げる。

○⾏政、警察、地域、本
⼈・家族、事業者など必要
機関との連携強化
○消費者被害対応マニュア
ル・体制整備
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

2 医師 1 3

⻭科医師 1

1 薬剤師 2 通所介護

⾔語聴覚⼠ 1 訪問看護

⾼⽀連 医療相談員 3

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠ 2

警察

消防

⽣活⽀援
CO

1 16

医師 1 1

⻭科医師 1

薬剤師 1 通所介護 1

2 看護師 訪問介護 1

作業療法⼠ 1 訪問看護

⾼⽀連 医療相談員 4
⽣活⽀
援CO

1 管理栄養⼠ 1 2

警察 1

消防 1

19

〇相談窓⼝の周知につい
て。

馬橋西
地域包
括支援
セン
ター

11月25日

多問題世帯、家
族関係が希薄、
連絡がとれない
家族

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム
⼩規模多機
能

合計

ボランティア

地域包括

⺠⽣委員 ケアマネ

地区社協 介護事業者

市社協

⼩規模多機
能

合計

馬橋地
域包括
支援セ
ンター

11月10日

町会 ケアマネ

災害時の備えが
できる地域⼒を
強める為、⽇頃
から地域住⺠が
取り組むべき普
及啓発とは

地区社協 介護事業者

市社協

⺠⽣委員

ボランティア

地域包括

「災害時に協⼒し合
える世代を超えた関
係づくり」
〜災害時に備えて⽇
頃からの地域づく
り、お互いに顔の⾒
える関係づくり〜

〇⾺橋地区で⾏った多世
代⾷堂を踏まえての、今
後の課題
〇地域住⺠同⼠の関係性
を築くための活動につい
て

〇多世代⾷堂の参加しなかっ
た層に対してのアプローチを
考えていく必要がある。
〇市で⾏っている、既存の企
画とも連携できるとよい。
〇地域住⺠が体験できるイベ
ントがあるとよい。

〇地域で⾏っている活動を継
続していく。多世代⾷堂を継
続して⾏っていける⽅法を検
討する。
〇地域のボランティアや⺠⽣
委員を中⼼に、地域住⺠への
啓発活動を継続していく。

ア

イ

〇⾼齢の親と何らか
の障害が疑われる孫
の⽣活について。

〇⾼齢、認知症の親と精
神疾患のある孫との⽣
活。

〇地域包括⽀援センターでの
イベント等での情報収集。
〇孤⽴状態にある⼈がいない
かの把握。

市役所

グループ
ホーム

〇⽀援者間、家族、本⼈との
情報共有。
〇⽀援者間での顔の⾒える関
係性作り。

〇家族と連絡がとれず、
中々サービスが利⽤でき
ない。
家族と⽀援者間の温度差
がある。

〇家族関係が希薄で
家族と連絡がとれな
かったり、とれても
理解不⾜で⽀援が進
みにくい。

〇幅広い層へのアプローチ
として、市が企画している
イベントとの連携も検討し
ていく。
〇地域の住⺠が防災の意識
を持てるようなイベントも
企画していく。

ア

〇⼀⼈の⽅を誰が⽀援してい
るか等を分かる様にする統⼀
した情報共有シート（ノー
ト）の作成と活⽤。

〇オレンジパトウォークやゴ
ミ拾いを通じて、地域の困り
ごとを把握していく。
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